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町では、楢葉町屋内体育施設（以下「本施設」という。）の管理・運営については、利

用者サービスの向上と経費の節減を図るため、地方自治法（昭和２２ 年法律第６７号。

以下「自治法」という。）第２４４条の２第３項に基づき、指定管理者による管理運営を

行う。 

本要項は、本施設の管理運営を行う指定管理者の申請及び選定手続きについて定めたも

のである。 

 

１ 施設概要                                    

 施設の設置目的と運営方針 

 本施設は、スポーツを通して、仲間・家族・世代をつなぎ、「町民の健康と魅力あ

る暮らし」を支える、スポーツと文化の新交流拠点として整備する。 

 町の復興には帰還した町民が、安心して生活や子育てができる環境づくりのため、

故郷で健やかな子どもの成長を見守りながら、スポーツを通して仲間・家族・世代を

つなぎ、楢葉町の発展と「住民の健康と魅力ある暮らし」に寄与する屋内体育施設の

実現を目指す。 

 本施設のコンセプトは下記のとおりとする。 

ア 人の動きを巻き込んで、県内外から多くの集客を促す開かれた「スポーツ推

進拠点」 

イ 子どもが学べ、スポーツを通した世代間の交流と活動を促進する「文教・交

流拠点」 

ウ 豊かな自然環境（楢葉らしさ）と調和し、県内外へ町の活力を伝える「賑わ

い発信拠点」 

 

 本公募においては、町の施策、上記の理念に則った管理運営を求める。 

 

 施設の規模など 

施設名称 楢葉町屋内体育施設 

所在地 楢葉町大字大谷字上ノ原地内 

施設（建物）構

造等 

構造：鉄骨鉄筋コンクリート造＋鉄骨造 ２ 階建 

敷地面積：１４４，２５０．７７㎡（総合グラウンド全体） 

建築面積：４，８９９．７９㎡ 

延床面積：６，５８１．７３㎡ 

駐車場台数 利用者駐車場：１３２台           駐輪場：未定 

（内、職員・サービス用駐車場:２６台） 
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竣工時期 平成３１年 ３月 

施設内容 

アリーナ（３０ｍ×４３ｍ×高さ１２．５メートル）、プール（２

５ｍ×６コース、水深１．２ｍ）、アリーナ観客席（４０８席）、

ランニングコース（２６８ｍ）、運動場（屋内遊具施設、フィッ

トネスルーム）、防災倉庫、会議室、事務室、各種設備等機械室

等。 

主要施設の詳細は、楢葉町屋内体育施設管理運営業務仕様書（以下「仕様書」とい

う。）、別添資料１を参照すること。 

 

２ 管理・運営                                   

 指定期間 

 平成３１年４月１日から平成３４年３月３１日 

※指定期間内であっても自治法第２４４条の２、第１１項の規定により、指定管理者

の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずること

がある。 

 

 業務内容等 

 指定管理業務として、概ね次のア～クの業務を実施すること。具体的な業務の進め

方等については、仕様書を確認すること。なお、仕様書については、指定管理者の指

定後、サービス・管理の水準が低下しないことを前提として、町又は指定管理者の発

意に基づき、双方協議の上で内容を変更することができる。 

 （仕様書の内容変更を確約するものではない。） 

ア 設置目的を達成するために実施する事業に関する業務 

イ 利用許可に関する業務 

ウ 利用料金の収受に関する業務 

エ 維持管理に関する業務 

オ スポーツ振興・健康づくりに関する運動教室に関連する業務 

カ 賑わいづくりに関する業務 

キ 町の社会教育施策において必要とする事業への協力（詳細は仕様書に記載） 

ク その他指定管理者が管理上必要と認める業務 

 

 業務の第三者への委託 

 施設の管理運営に係る主要な業務や、包括的な業務の再委託はできない。なお、施

設の維持管理に係る業務や特殊な業務など一部の業務については、町の承認のもと再

委託できる。 
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 その他自主事業について 

 指定管理者が提案により実施する事業（自主事業）について、別途、自主事業計画

書を町に提出し、協議の上で実施することができる。 

 

※自主事業の定義及び自主事業収入による指定管理料の縮減 

 自主事業の定義は、本施設の設置目的に合致し、利用促進又は利用者のサービス向

上につながるものであり、指定管理者の自己資金で実施すること。（指定管理料の流

用は原則認めない。） 

 自主事業において、利益が見込まれる場合は、収支計画において、指定管理料の縮

減に充当させること。なお、充当額は指定管理者の提案によるものとする。実際の自

主事業における収入と支出の差額分については、指定管理者のものとし、自主事業に

おいて、いかなる場合においても町から補填はしない。 

 

※自主事業の承認要件 

 指定管理者が事業の実施及び運営主体になっていること（包括委託等は認めない）

とし、自主事業計画書及び収支計画書、事業の実施手法において条例及び仕様書に示

す指定管理者の本来業務を十分に実施した上で、さらに支障を来たすことのないと認

められることを求める。 

 また、事業実施後の指定管理者による原状回復が可能なことを必須とする。第三者

に損害を与えた場合の損害賠償など、当該事業の実施に伴う一切の責任を指定管理者

が負うものとし、施設運営上の継続性に影響を与えないことを原則とする。 

 下記に自主事業の事例を記載する。 

ア 物販事業収入 

（設置目的・利用者サービス向上に繋がる事業で、目的外使用料は発生しな

い。） 

イ 興業事業収入 

（営利を目的として、参加者から入場料収入などを徴収するような事業） 

 

 町が実施する事業について 

 本公募の管理エリアにおいて、屋外の植栽等は町の事業として別途実施する。 

 

 備品リスト・管理について 

 町が指定管理期間開始までに調達予定の備品リストについては、別添資料３－１か

ら３－２５に示すとおりとする。 

 その他、必要な備品については、指定管理者で用意すること。備品管理についての

詳細は、仕様書を参照すること。 
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 指定管理者と町の責任分担について 

 指定期間中の指定管理者と町との責任分担（リスク分担）は、別添資料４のとおり

とし、楢葉町議会における議決を経た後に締結する基本協定書に明記する。 

 

【リスク管理】 

ア 指定管理者は、利用者の安全確保を最優先に、施設及び物品の破損や盗難等につ

いては、いかなる場合であっても応急措置等に努めること。 

イ 施設並びに附帯設備及び備品等について、常に善良な管理者の注意をもって管理

を行うこと。 

ウ 施設の損傷や物品の破損等が、指定管理者の故意又は過失による場合は、指定管

理者の負担で速やかに原状に回復、修理、代品確保等を行うか、損害の相当額を

賠償すること。町又は指定管理者以外の者が原因者であり、原因者を特定出来る

場合は、指定管理者が、原因者に原状復旧を求めること。原因者が判明しない場

合や、判明したとしても費用負担を求めることが困難な場合は、本施設の適正管

理の観点から、指定管理者が原状復旧等の応急対応を行い、費用等は別途町と協

議する。 

 

【保険加入】 

 利用者に対する傷害保険及び業務上の瑕疵により生ずる損害賠償に対応できるよう

賠償能力を確保するため、適切な範囲で保険に加入し、事故が発生したときは適切に

手続きを行うこと。（火災保険については、町が加入する。）詳細は仕様書を参照する

こと。 

 

３ 指定管理料                                   

下記の収入をもとに、実現可能性のある事業計画、収支計画を策定すること。 

また、指定管理者は、利用促進のための事業を積極的に行い、利用料金収入や自主事業

収益の確保に努めること。 

 

指定管理者収入 ＝ 「利用料金収入」＋「教室事業収入」＋「イベント等の収入」 

＋「その他指定管理事業収入」＋「自主事業収入」 

＋「町からの指定管理料」 

 

※補助金や協賛金等は、「その他指定管理事業収入」に該当する。 
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（収支計画の構造のイメージ） 

指定管理者収入 指定管理者支出 

利用料金収入 

教室事業収入 

イベント等の収入 

その他指定管理者事業収入 

自主事業収入 

指定管理料 

人件費 

事業費 

施設管理費 

事務費 

自主事業経費 

 

 会計年度 

 管理運営に係る会計年度は、４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

 収入 

ア 利用料金収入 

 利用料金制度を採用するので、施設の利用に係る料金は、指定管理者の収入と

する。利用料金は、楢葉町都市公園条例（予定）に定める額の範囲内で、町の承

認のもと指定管理者が設定することができる。 

 収受した利用料金は、施設の利用に供する年度の会計に属する。ただし、回数

券、定期券による利用料金は、料金を収受した年度の会計に属する。 

 また、指定管理者が自主事業を実施するときの施設の利用料金については、収

入・支出ともに計上の必要はない。 

 なお、新設であり収入面での予実乖離リスクが高いことから、利用料金収入に

ついては、指定期間中、施設の利用に係る料金収入を収支計画書の中で予算額４

１，０００千円（１か年分）（消費税及び地方消費税を含む。）と想定し、年度

終了後に実費精算する。 

イ 利用料金の減免 

 指定管理者は、楢葉町都市公園条例（予定）に定める基準により、利用料金を

減免できる。 

ウ 指定管理料 

 町は、本施設の管理運営に要する支出の見込み額から収入見込み額を差し引い

た額を、予算の範囲内において、指定管理料として指定管理者に支払う。 

 

指定管理料 ＝ 管理運営に要する支出の見込み額 － 収入見込み額 

（３ 指定管理料（収支計画の構造のイメージ）を参照。） 

 

 町から支払う指定管理料は、楢葉町議会での議決後、予算の範囲内で町と指定
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管理者との間で締結する年度協定書に明記する。 

 指定管理料の具体的な額や支払い方法は、提案された金額を基本とし、指定管

理者と協議の上、年度協定書で定める。 

 本施設は新設であり、現在整備中のため、状況によって管理区域や業務内容が

変更される可能性がある。管理運営に変更が生じる場合には、指定管理料の変更

について予算額の範囲内で指定管理者と協議の上で決定する。 

 なお、指定管理者が実施する自主事業は収益性のある事業とし、収支計画、又

は実際の運営において、赤字となる場合もこれに対する指定管理料の補填はな

い。 

※本公募においては、消費税を８％として指定管理料を提案すること。消費税の

改定時は、年度協定にて指定管理料を調整する。 

 

 支出 

ア 管理運営経費 

 指定管理者が負担する経費は、原則として指定管理者が行う維持管理・運営業

務に伴う経費、外部委託したときの委託料等の経費、その他の管理運営に必要な

全ての経費を含む。 

イ 光熱水費に係る指定管理料 

 新設であり支出面での予実乖離リスクが高いことから、指定期間中、施設の光

熱水費に要する経費を収支計画書の中で予算額３３，０００千円（１か年分）

（消費税及び地方消費税を含む。）と想定し、年度終了後に実費精算する。 

ウ 修繕費に係る指定管理料 

 新設であり支出面での予実乖離リスクが高いことから、指定期間中、施設の修

繕費に要する経費を収支計画書の中で予算額１，５００千円（１か年分）（消費

税及び地方消費税を含む。）と想定し、年度終了後に実費精算する。 

エ 目的外使用の取扱い 

 本施設を目的外に使用する者は、楢葉町行政財産使用料条例に規定する使用料

を、町に納付しなければならない。なお、施設を目的外に使用するときは、別

途、町の許可が必要になる。 

 

 経理と管理口座 

 指定管理者の業務に関する経費及び収入は、指定管理業務以外の業務に係るものと

区分して経理すること。 

 指定管理業務の専用の口座を設けて管理すること。 

 準備業務 

 指定管理者は楢葉町議会における指定管理者指定の議決以降、速やかに町と基本協
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定を締結し、指定管理者の負担により、採用活動・職員研修などの準備が実施でき

る。施設の引き渡しは、平成３１年３月を予定している。 

 また、指定管理者指定の議決以降、指定管理期間の開始までの準備期間において、

町にて本施設のホームページの製作、開業ポスターやチラシの作製、リーフレットの

作製等の業務を別途、実施する予定とする。そのため、これらの経費は収支計画には

見込まない。ただし、指定管理者は本件事業にアドバイス等の協力を行うこと。 

（ホームページの管理運営・更新費、ポスターやチラシ、リーフレットの増刷費など

は指定管理業務の範囲となる。） 

 なお、これら町が準備期間に実施する業務において、町の予算の縮減、利用者向け

のサービス向上に繋がる効果的・効率的な提案があれば、提案書に記載すること。

（指定管理者に指定された場合、本提案を確約するものではない。） 

 

４ 応募・申請手続                                 

 申請者の資格 

 申請者は、施設の設置目的に基づいて管理運営業務を円滑に遂行することができる

法人又はその他の団体（以下「法人等」という。）とする。これには、複数の法人等

により構成された共同事業体（以下「グループ」という。）を含む。なお、個人での

申請はできない。申請日において、次に掲げる要件のいずれかに該当する法人等によ

る応募は、これを無効とする。 

 また、グループで申請するときの代表団体及び構成団体も同様とする。申請日以降

協定締結までの間においても、次に掲げる事項のいずれかに該当することとなったと

きは、失格とすることがある。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同項を準用するときを含む。）の規定に

より町における一般競争入札等の参加を制限されている法人等 

イ 工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査及び指名等に関する要綱

に基づき指名停止等の措置を受けている法人等 

ウ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがあ

る法人等 

エ 町における指定管理者の指定の手続きにおいて、その公正な手続きを妨げた法人

等又は公正な価格の成立を妨害し、もしくは不正の利益を得るために連合した法

人等 

オ 国税又は地方税を滞納している法人等 

カ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）である者 

キ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構

成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある法人等 
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ク 会社更生法、民事再生法に基づく更生又は再生手続きを行っている法人等 

ケ 次の各号に該当する者が役員となっている法人等 

 法律行為を行う能力を有しない者 

 破産者で復権を得ない者 

 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることが

なくなるまでの者 

 

 グループでの申請 

 サービスの向上や効率的運営を図る上で必要なときは、グループによる申請ができ

る。グループの形態をとるときは、グループに適切な名称を設定し、グループを代表

する団体を定めて明記し、次の項目に留意して申請すること。 

 なお、選定後の協定は、代表団体を中心に行うが、協定に関する責任はグループの

構成員全てが負う。 

ア グループを構成する構成団体は、単独で申請することはできない。 

イ 複数のグループにおいて、同時に構成団体となることはできない。 

ウ 代表団体及び構成団体の変更は、原則として認めない。ただし、構成団体につい

ては、業務遂行上支障がないと町が判断したときは、変更を認めることがある。

その場合は、必要に応じて書類の再提出を求める。 

 

 募集・要項等の配布 

ア 配布期間 

平成３０年１０月９日（火）から平成３０年１１月９日（金）（土・日・祝日を除

く。）の午前８時３０分から午後５時まで。 

イ 配布場所 

楢葉まなび館内教育総務課 

〒９７９－０５１４ 

住所：福島県双葉郡楢葉町大字下小塙字麦入３１ 

電話：０２４０－２３－６１９０ 

※楢葉町ホームページからもダウンロードが可能。 

（http://www.town.naraha.lg.jp/） 

 

 図面の閲覧 

ア 閲覧期間 

平成３０年１０月９日（火）から平成３０年１１月９日（金）（土・日・祝日を除

く。）の午前８時３０分から午後５時まで。 

イ 閲覧場所 
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楢葉まなび館内教育総務課 

〒９７９－０５１４ 

住所：福島県双葉郡楢葉町大字下小塙字麦入３１ 

電話：０２４０－２３－６１９０ 

 

 質問受付及び回答 

ア 受付期間 

平成３０年１０月９日（火）から平成３０年１０月１９日（金）まで。 

イ 提出書類 

募集要項等に関する質問書（第９号様式） 

※質問趣旨を簡潔にまとめて記入すること。 

ウ 提出方法 

電子メールでのみ受け付ける。 

Ｅ－ｍａｉｌ: kyoiku-n@town.naraha.lg.jp 

エ 質問に対する回答 

平成３０年１０月２９日（月）から１１月９日（金）まで、楢葉町ホームページ

に、すべての質問と回答をまとめて掲載する。 

 

 申請書類の受付等 

ア 受付期間 

平成３０年１０月９日（火）平成３０年１１月９日（金）まで（土・日・祝日を

除く）午前８時３０分から午後５時まで。 

イ 提出先 

楢葉まなび館内教育総務課 

〒９７９－０５１４ 

住所：福島県双葉郡楢葉町大字下小塙字麦入３１ 

電話：０２４０－２３－６１９０ 

ウ 提出方法 

申請書類を作成の上、上記提出先まで持参すること。持参以外の方法によるもの

は、受け付けない。 

 

 申請書類 

 申請にあたっては、下記の書類を提出する。なお、下記以外でも追加資料の提出を

求めることがある。 

ア 申請に関するもの 

グループ応募のときは、下記の書類を代表団体が提出する。 
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 指定管理者指定申請書（第１号様式） 

 指定管理者指定申請者連絡先（第２号様式） 

 共同事業体構成書（第３号様式）、共同事業体協定書兼委任状（第４号様式） 

イ 事業者に関するもの 

 証明書類は、申請日の３か月以内に発行されたものを使用すること。様式は、

定めのあるものを除き任意であるが、可能な限りＡ４サイズとする。グループ応

募のときは、事業者に関する下記の(ｱ)～(ｹ)は、構成員ごとに提出すること。 

 誓約書（第５号様式） 

 指定管理者指定申請者役員名簿（第６号様式） 

 定款、寄付行為、規約又はこれらに準ずるもの（法人のときは、登記事項証明

書を含む。） 

 申請日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書、並びに前事業年度の収

支計算書及び事業報告書 

 法人税、法人町民税、法人事業所税、消費税及び地方消費税の納税証明書（過

去３年分）。ただし、法人でないときは、団体代表者の納税証明書 

 印鑑証明書 

 決算書類 

 指定申請の日に属する事業年度の前年度における貸借対照表（主要科目の明細

を付けること。主な変動の推移について理由を記載）及び損益計算書（事業別

売上の明細、事業別売上原価の明細、販売費及び一般管理費の明細を付ける）。

ただし、指定申請日の属する事業年度に設立された法人は、設立時における財

産目録、現在の組織、人員体制を示す書類（就業規則、給与規定等を含み、常

勤役員数、常勤従業員数、非常勤従業員数（パート・アルバイト等、８時間で

１人と換算））を記載する。 

 設立趣旨、事業内容等団体の概要を記載したもの（パンフレット等） 

ウ 事業提案に関するもの 

 事業提案は、Ａ４サイズであれば書式は自由とするが、箇条書きにするなど簡

潔にまとめること。提出にあたっては、第１１号様式、第１２号様式をつけ、グ

ループ応募のときは、事業提案に関する下記のものは、代表団体が提出するこ

と。なお、提案は１グループ１提案に限る。 

 申請の理由・目的 

 管理運営の基本方針 

① 施設運営についての基本方針 

 利用者へのサービス向上や経費節減など、指定管理者としての基本的な方

針を記載すること。 

② スポーツ推進についての基本方針 
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 町や地域・関係団体との連携を踏まえた、スポーツ推進に対する基本的な

方針・目標を設定し実現方法を記載すること。 

③ 施設維持管理についての基本方針 

 施設・設備及び備品の維持管理や、清掃・警備業務に対する考え方を記載

すること。 

 施設運営に関する業務 

① 利用料金体系と減免の考え方（尚、指定管理者選定結果の通知後、協議の場

を設けるが、提案する利用料金・減免の内容を確約するものではない。） 

② 施設のＰＲや情報提供についての考え方と方法 

③ 年間事業計画の理念・内容 

④ 利用促進、利用者増の実現方法 

⑤ 利用者支援、サービス水準の維持・向上についての計画 

⑥ 利用者満足度・利用者ニーズの把握とその反映方法 

⑦ 苦情・要望等対応の考え方 

 スポーツ推進事業に関する業務 

① スポーツ推進事業の事業計画 

 各種スポーツ教室やスポーツに関連するイベントなど、グループ独自のス

ポーツ推進事業の事業計画を具体的に記載すること。 

② アリーナ、プール、運動場等の事業展開 

 施設の維持管理に関する業務 

① 施設・設備及び備品の維持管理の事業計画 

② 日常・定期清掃業務の事業計画と環境への配慮 

③ 保安・警備業務の事業計画 

 危機管理体制 

 安全管理、事故防止対策及び緊急時の対応について、人員配置や責任の所在

等、体制と対応方法について具体的に記載すること。 

 管理運営の組織・体制 

① 業務体制の考え方と雇用計画（組織図、職員の人数、資格、配置等） 

② 職員の指導育成、研修の考え方と計画 

 スポーツ施設等の管理運営の実積 

 コンプライアンス、個人情報保護及び情報公開の体制 

 関係法令の遵守、個人情報の管理方法や施設運営に係る情報公開の考え方を

具体的に記載すること。 

 自主事業計画 

 収支計画書（第７号様式）、年度別収支内訳書（第８号様式） 

 実現性、独自性のある具体的な計画を記載すること。 
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 年度別収支内訳書は、年度ごとに作成し、独自の工夫や提案は内容がわかる

ように記載すること。 

エ 提出部数 

 応募書類を上記の順に並べ、インデックスで書類名を示してクリップ留めを

し、正本１部を提出すること。「ウ 事業提案に関するもの」については、正本

１部、副本１０部を提出すること。 

  

 審査方法 

ア 審査 

 指定管理者の選定は、楢葉町役場指定管理者選定委員会を設置して書類審査及

び面接審査を行う。 

 面接審査として、提出された応募関係書類に関するプレゼンテーション及びヒ

アリングを下記の時期に開催する。詳細は、後日応募者に連絡する。なお、応募

者多数のときは、書類審査で一次選定をすることがある。また、面接審査に欠席

したときは、辞退したものとみなす。 

 面接審査の開催予定 

平成３０年１１月２２日（木）予定 

 開催場所 

楢葉町内で実施（面接審査の案内時に通知する。） 

イ 選定 

 提案等の内容を点数化し、その総合得点の高い順に優先交渉権者、次点交渉権

者を選定する。 

 

 審査基準 

 価格面での審査及び提案内容面での審査により、それぞれ価格点及び技術点を評点

し、それらの合計値が高い団体から優先交渉権を得る。 

ア 価格点については、下記の式により算出する。 

価格点 ＝ （最低入札価格） ／ （入札価格） × 配点  

［最大２００点］ 

 

イ 技術点については、下記の式により算出する。 

技術点 ＝ （評価係数） × （各評価項目の配点）の合計値 

［最大２００点］ 
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技術点 

評価尺度 評価係数 

非常に優れている １．０ 

優れている ０．８ 

やや優れている ０．６ 

やや不足がある ０．４ 

記載はあるものの不十分である ０．２ 

記載がない ０．０ 

 

 上記式における評価項目及びそれに対応する評価の視点・配点は下記のとおり

とする。 

 

分類 評価項目 評価の視点 配点 

施設の運営

について 

  

  

  

設置目的の

達成に向け

た取組み 

・本施設の目的であるスポーツ推進に資す

る取組みが提案されているか。 

・本施設の目的である利用者間の交流促進

に資する取組みが提案されているか。 

・本施設の目的である賑わい発信に資する

取組みが提案されているか。 

２５ 

平等な利用

の確保等の

適正な管理 

・施設の目的や性質に応じた平等な利用が

確保できる提案となっているか。（特定の

団体等に有利又は不利になるような扱いが

不当になされるおそれがないか） 

・施設の指定管理業務及び施設内における

自主事業と他事業との区分経理などの財務

の仕組みが確保できる提案となっている

か。 

・施設利用状況等の管理業務に係る情報の

把握・記録・保存等の情報管理及びレポー

ティングの方法が提案されているか。 

１５ 
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分類 評価項目 評価の視点 配点 

運営基盤・

体制構築 

・団体の資産その他の経営規模及び能力な

どの団体の安定性・継続性・専門性が本施

設の持続的な運営において十分なものであ

るか。 

・人員配置、人材育成、責任体制、管理・

監督体制が本施設の持続的な運営において

十分なものであるか。 

１５ 

類似施設の

運営実績 

・過去５年以内に本施設に類似性のある施

設の管理運営の実績を有しているか。 
１０ 

施設の維持

管理につい

て 

  

安定稼働・

安全管理・

近隣対応へ

の取組み 

・施設管理における安定的な稼働、安全確

保の手段、事故・災害時の対応が十分に検

討されているか。 

・日常及びイベント等の開催時において、

十分に近隣への配慮がなされる提案となっ

ているか。 

１０ 

管理経費を

縮減させる

効率的管理

運営の取組

み 

・管理経費を縮減させる効率的管理運営の

取組みが提案されているか。 

２０ 

施設の効用

発揮につい

て 

  

  

  

利用者に対

するサービ

スの向上 

・利用者サービス向上に効果的な手段が提

案されているか。（他の関連施設や自主事

業との連動による利用者の利便性向上施策

等を含む。） 

・利用者や周辺住民の苦情・要望等の収

集・反映を通じたサービス改善の仕組みが

提案されているか。 

２５ 

利用者増・

利用促進に

向けた取組

み 

・利用者増・利用促進のためのマーケティ

ング戦略が十分に練られているか。（他の

関連施設や自主事業との連動による利用者

への訴求施策等を含む。） 

２５ 

周辺施設・

地域との協

力・連携 

・町内外の周辺施設、地域団体等との効果

的な連携・交流の方法について提案されて

いるか。 

１５ 
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分類 評価項目 評価の視点 配点 

自主事業の

実施 

・提案された自主事業は本施設の目的達成

に資するものであるか。 

・目的外使用の場合には、その事業の具体

的な費用対効果や実現性について十分に検

討されているか。 

１０ 

収支計画に

ついて 

収支計画の

妥当性 

・指定管理業務に必要となる経費が過不足

なく計上されており、現実的な数値となっ

ているか。 

・自主事業に必要となる経費が過不足なく

計上されており、また収入面の試算値も含

めて現実的な数値となっているか。 

１０ 

その他 

  

地域への貢

献 

・町内在住者の雇用、町内での物品調達、

町民への体育教育、町内の事務所設置等の

地域貢献に資する提案がされているか。 

１０ 

コンプライ

アンスの確

保 

・関係法令の遵守や守秘義務の徹底、個人

情報保護及び情報公開に関する適切な仕組

みが確保できる提案となっているか。 

１０ 

※算出の際には小数点以下第３位を四捨五入する。 

 

 選定委員への接触の禁止 

 選定委員、町職員等に対し、申請者、申請者の代理人等からの本件応募についての

接触を禁ずる。接触の事実が認められた場合には、失格になることがある。 

 

 選定結果の通知と指定管理者の指定 

ア 通知 

 審査結果をもとに、優先交渉権者及び次点交渉権者を決定し、結果について

は、申請者（グループで応募したときは代表団体）の全てに文書で通知し、楢葉

町ホームページにも掲載する。通知後、町は、指定候補者と提案内容の実現に向

けた細目の協議を行い、提案の趣旨や指定管理料に大きく影響しない範囲で、必

要に応じて提案内容の修正を求めることがある。 

 なお、選定結果通知後の指定辞退については、町に生じた損害の賠償を求める

ことがある。 

 また、指定候補者との協議が成立しないとき又は協議において提案の実現の可

能性が著しく低いと判断したときは、選定委員会において次点となった申請者と

協議を行う。 
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イ 指定 

 指定候補者については、町議会における議決を経た後に、町長が指定管理者と

して指定する。 

 

５ 申請にあたっての留意事項                            

 費用の負担 

申請手続に必要となる費用は、申請者の負担とする。 

 

 内容変更 

 提出された書類等は、軽微なものを除きその内容を変更することはできない。 

 

 提出書類の取扱い 

ア 提出された申請書類は、指定候補者の選定以外の目的には使用しない。 

イ 提出された申請書類は、指定候補者選定作業に必要な場合は複製することがあ

る。 

ウ 本要項及び選定委員会が求める内容以外の書類については、受理しない。 

エ １グループにつき、応募は１件とする。複数の応募はできない。 

オ 提出された書類は返却しない。 

カ 提出された申請書類は、楢葉町議会審議及び情報公開請求において原則開示す

る。 

 

 選定対象除外 

 「４応募・申請手続き（１）申請者の資格」に記載する失格要件のほか、次の各号

に該当する場合も失格とする。 

ア 申請書類の提出方法、提出先、提出期間、提出部数に適合しない者 

イ 申請書類に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない者 

ウ 申請書類に虚偽の内容が記載される者 

エ 指定管理料の積算に重大な誤りがある等、提案額に信憑性がない場合、又は、積

算の内容が法令等の規定に抵触している場合等 

 

 応募の辞退 

 申請書類を提出した後に辞退するときは、応募辞退届（第１０号様式）を提出する

こと。 

 

 町が提出した資料の取扱い 

 町が提供した資料等は、申請に係る検討以外の目的で使用することを禁ずる。ま
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た、この検討の目的の範囲内であっても、町の承認を得ることなく、第三者に対して

これを使用させ、又は内容を提示することを禁ずる。 

 

６ その他                                     

 指定管理者との協定締結 

 町と指定管理者は、管理運営業務の細目についての協議に基づき、協定を締結す

る。その時点で、他の交渉権者は資格を喪失する。 

 また、協定書は、指定期間を通じて基本的な事項を包括的に定めた「基本協定」

と、年度毎の事業実施に係る事項を定めた「年度協定」を締結する。 

 協定締結までの間に、指定管理者が次の項目に該当していることが判明したとき

は、町は協定を締結しない。 

ア 募集要項に違反又は著しく逸脱したとき 

イ 提案に虚偽の内容が含まれていたとき 

ウ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当したとき 

エ 工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査及び指名等に関する要綱

に基づく指名停止等の措置を受けたとき 

オ その他不正行為があったとき 

カ 指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、事業の履行が確実でないと認めら

れるとき 

キ 著しく社会的信用を損なう等、指定管理者として相応しくないと認められたとき 

 

 守秘義務 

 指定管理者は、業務上知り得た秘密を洩らし、または不当な目的に使用してはなら

ない。 

  

 個人情報等の取扱い 

 業務に関して取得した個人情報等を適切に管理するため、必要な措置を講じるこ

と。 

 

 モニタリングの実施 

ア モニタリングの実施 

 町は、指定期間中の指定管理者の業務の実施状況や施設の管理状況を把握し、

必要なサービス水準を確保するための確認・評価（モニタリング）を行う。 

 指定管理者は、町が実施するモニタリングに協力しなければならない。 

イ モニタリングの結果 

 モニタリングの結果は、ホームページ等で公表する。 
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 モニタリングの結果、管理の基準や事業計画書に記載された事項等が達成され

ていない場合には、町は指定管理者に対して改善事項の指示やその他必要な協議

を行う。 

 

 楢葉町体育協会との連携 

 本施設は楢葉町総合グラウンドの公園施設に含まれており、本施設を含み一体的な

管理運営による公園施設全体の活性化が望まれる。そのため、楢葉町体育協会の事務

所を本施設事務所に設置する。 

 指定管理者は各種スポーツの振興や公園施設全体の効果的な運営において、楢葉町

体育協会との協力に努めること。 

※楢葉町体育協会の事務所位置は別添資料５のとおりとする。 

 

 本施設の設置条例 

 本施設は楢葉町総合グラウンドの公園施設に含まれており、平成３０年１２月の楢

葉町議会において、楢葉町都市公園条例の議決を予定している。 

（既存の楢葉町屋外スポーツ施設の設置及び管理に関する条例、楢葉町屋外スポーツ

施設の設置及び管理に関する条例施行規則を廃止し、本施設を含む楢葉町総合グラウ

ンドとして、楢葉町都市公園条例の制定を予定。） 

 利用料金は、今後、町議会での議決を前提に条例にて上限を定める。 

 そのため、今回の募集にあたっては、「３指定管理料 (２)収入」に定めるとお

り、利用料金収入の基準額を定め、年度終了後に精算する 

 

 指定の取消し等 

ア 指定管理者が町の指示に従わない場合や、個人情報等の取扱い等、町が定めた業

務内容を継続して遂行することができないと認められた場合は、町が是正勧告を

行い、改善がみられない場合、指定期間中であっても指定を取り消すことができ

る。 

イ 指定管理者の責めに帰すべき事由により適正な管理運営業務の継続が困難となっ

た場合は、町は指定管理者の指定を取り消すことができる。この場合は、町が被

った損害を指定管理者が賠償する。 

ウ 自然災害その他の不可抗力等、町及び指定管理者双方の責めに帰すことができな

い事由により管理業務の継続が困難となった場合は、その継続の可否について協

議する。その結果、管理業務の継続が困難であると判断した場合は、町は指定管

理者の指定を取り消すことができる。 

エ 町が指定を取り消した場合には、指定管理者は取り消された日から６０日以内

に、事業報告書、会計報告書及び利用者数等統計資料を作成し、町に提出しなけ
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ればならない。 

 

 原状回復と引継ぎ 

 指定期間の終了又は指定の取消しにあたっては、下記のことを行うこと。 

ア 町の指示に基づき、速やかに施設、設備、備品等を原状に復し、管理に必要なデ

ータを町に引き渡すこと。 

イ 購入した備品等の帰属について、町と協議を行うこと。 

ウ 施設利用者の利便性が損なわれないようにするため、また次期指定管理者が円滑

に支障なく管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うこと。なお、引継ぎに

要した費用等は、現在の指定管理者と次期指定管理者による負担とする。 

 

 緊急時の対応 

ア 自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態には、遅

滞なく適切な措置を講じるとともに、町をはじめ関係機関に遅滞なく通報する。 

イ 災害時に備えて危機管理体制を構築し、利用者の避難、誘導、安全確保、関係機

関への通報等についての対応策や防犯・防災危機管理マニュアルを作成し、法令

に基づき、消防計画の作成の他、職員の指導及び消防訓練・避難誘導訓練を行

う。尚、本施設は特定防火対象物である。 

ウ 大規模災害等の発生時に、本施設を避難場所または災害救援物資等の一時保管場

所等として使用することがある。使用する場合には、町は、指定管理者に対して

業務の変更を要請するので、この要請に応じること。なお、業務変更に伴う管理

費、利用料等の取扱いについては、別途協議する。 

 

７ 添付書類・問い合わせ先                              

 添付書類 

ア 楢葉町屋内体育施設募集要項 様式 

イ 指定管理者指定申請書（第１号様式） 

ウ 指定管理者指定申請者連絡先（第２号様式） 

エ 共同事業体構成書（第３号様式） 

オ 共同事業体協定書兼委任状（第４号様式） 

カ 誓約書（第５号様式） 

キ 指定管理者指定申請者役員名簿（第６号様式） 

ク 収支計画書（第７号様式） 

ケ 年度別収支内訳書（第８号様式） 

コ 募集要項等に関する質問書（第９号様式） 

サ 応募辞退届（第１０号様式） 
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シ 事業提案書提出届（第１１号様式） 

ス 楢葉町屋内体育施設事業提案書（表紙）（第１２号様式） 

セ 楢葉町屋内体育施設管理運営業務仕様書 

ソ 別添資料１～６ 

 

 問い合わせ先 

楢葉町教育総務課 

住所：楢葉町大字下小塙字麦入３１ 

電話：０２４０－２３－６１９０ ＦＡＸ：０２４０－２３－６１９２ 

Ｅｍａｉｌ：kyoiku-n@town.naraha.lg.jp 

 


